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茨城県内
6日	 	東日本旅客鉄道	株式会社	水戸支社によれば、年

末年始期間（2021年12月28日～22年1月5日）の
JR常磐線特急列車の利用客数（上下線合計）は、
「我孫子～土浦」駅間が17.6万人と前年同期に	
比べ＋138.7%、「土浦～水戸」駅間が16.3万人と
同＋148.5％、前々年同期比では各々▲20.4％、
▲21.3％

17日	 	つくばスマートシティ協議会（茨城県、つくば市、
国立大学法人	筑波大学他）は、「つくば医療
MaaS」実証実験を開始（2月14日まで）、通院時
の利便性向上を目指し、アプリやルート最適化AI
を活用したデマンドタクシーによる移動手段の
確保やタクシー車内での顔認証病院受付による
待ち時間の解消、自動走行モビリティを用いた
院内移動の負担軽減等に取り組む

21日	 	茨城県は、2021年度1月補正予算案を公表、追加
予算規模は一般会計ベースで442億34百万円（新型
コロナウイルス感染症への対応：147億63百万円、
「新しい資本主義」の起動への対応：4億20百万円、
国土強靭化の推進等への対応：290億51百万円）、
追加補正後の21年度一般会計予算は合計1兆
4,923億45百万円

21日	 	行方市は、自転車活用推進計画「台地と水辺の
サイクルネットワーク構想	in	なめがた」を策定・
公表、計画期間は2021年度から10年間で、基本
理念である「市民・来訪者が安全に楽しみなが
ら自転車を活用するまち」の実現に向けて取り
組む

21日	 	スカイマーク株式会社は、2022年3月27日～10月
29日の運航ダイヤを公表、「茨城～神戸」便は	
1往復増便し1日3往復に、「茨城～札幌」便は1日
2往復、「茨城～福岡」・「茨城～那覇」便は1日	
1往復を継続

27日	 	茨城県は、国からのまん延防止等重点措置適用
を受け、県内全域を対象区域に指定（2月20日ま
で）、県民に対し会食人数制限や感染リスクが高
い場所への外出・移動自粛、飲食店には営業時
間短縮、市町村には小学校におけるリモート学
習・分散登校の併用、などの対策を要請、また、
宿泊促進事業の「いば旅あんしん割」は1月22日
から新規予約を停止

28日	 	厚生労働省によれば、2021年10月末時点におけ
る茨城県の外国人労働者数は4.3万人（全国第11
位）と前年同期に比べ＋9.8％の増加、全国では
172.7万人と同＋0.2％の増加

国内・国外
7日	 	政府は、通常国会を1月17日に召集することを閣

議決定､ 会期は6月15日までの150日間

11日	 	日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」
（2021年12月）によれば、国民の現在の景況感DI
（前年に比べ「良くなった」－「悪くなった」）
は▲45.8と9月調査に比べ＋9.5Pの改善、「1年後
の景況感DI」は5.0と同＋24.8Pの改善

12日	 	厚生労働省によれば、2021年の民間主要企業の
年末一時金平均妥結額は78万2,198円､ 前年に	
比べ▲4,262円（▲0.54%）と2年連続の減少

14日	 	内閣府「中長期の経済財政に関する試算」に	
よれば、2025年度の基礎的財政収支（PB）は	
「成長実現ケース」で▲1.7兆円程度の赤字（対名
目GDP比▲0.3%）、26年度は0.2兆円程度の黒字

18日	 	日本銀行は、金融政策決定会合において、「長短
金利操作付き量的・質的緩和」政策（金融市場
調節・資産買入れ方針等）の現状維持を決定

18日	 	日本銀行「経済･物価情勢の展望」（2022年1月）
によれば、実質GDP成長率見通し（中央値）は、
21年度2.8％（10月比▲0.6P）、22年度3.8%（同＋
0.9P）、23年度1.1%（同▲0.2P）､ 消費者物価前年
比見通し（除く生鮮食品、中央値）は、21年度0.0%
（同横ばい）、22年度1.1%（同＋0.2P）、23年度＋
1.1%（同＋0.1P）

18日	 	内閣府は、1月の月例経済報告において、わが国
の景気は「新型コロナウイルス感染症による厳
しい状況が徐々に緩和される中で、このところ
持ち直しの動きがみられる」と判断を据置き

24日	 	内閣府によれば、2020年末の国富（正味資産	
＜国全体の総資産－総負債＞）は3,668.5兆円と
前年末に比べ▲0.3%と5年振りに減少

25日	 	国際通貨基金（IMF）によれば、世界経済成長率
見通しは、2022年＋4.4%（10月比▲0.5P）､ 23年
＋3.8%（同＋0.2P）、日本同＋3.3%（同＋0.1P）、
同＋1.8%（同＋0.4P）

26日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は､ FF金利の誘
導目標を0.0～0.25%に据置き、昨年12月に決定
した量的緩和の縮小ペース（米国債月額約200億
ドル、住宅ローン担保証券＜MBS＞同約100億ド
ル）を維持し3月上旬で終了を決定、声明に「利
上げがまもなく適切になる」との見通しを示す
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